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【研究ノート】
開発途上国における環境教育
―世界的な環境教育会議・宣言からみる環境教育プログラム要件
Environmental Education in Developing Countries
-Requirement of Environmental Program by Approaching from the International Environ-
mental Education Conferences and Declarations
 松本みどり
 MATSUMOTO Midori
要旨　20 世紀に先進国で顕著となってきた大気汚染や水質汚濁などの環境課題は、世界
的な課題として認識されると同時に、汚染源を排出している工業先進国のみの課題ではな
く、経済発展をめざし工業化を進めようとしている開発途上国も共に課題を共有する立場
であることが求められている。しかし、すでに経済発展を遂げた先進国と、開発途上国の
利害を異にする対場である双方に、いかなる環境保護活動が求められるのか、本研究では
世界的な環境教育会議より環境教育に求められる観点を検討し、特に開発途上国における
環境教育に求められる要件について考察を試みる。
はじめに
　2009 年 12 月、デンマークで開催された COP15（気候変動枠組条約第 15 回締結国会議）
は、温室効果ガスの削減目標をめぐって先進国と開発途上国との利害の不一致から合意に
至らなかった。しかし、先進国の取り組みはもとより今や世界人口の 80%を占める開発
途上国の環境課題への協力は不可欠であり、環境課題の認識を迫り、環境保護改善活動を
推進する人材育成を目的とした環境教育は双方に強く求められている。
　環境教育の国際的視野による展開のきっかけとなったのは、1972 年の国連人間環境会
議で世界最初の国連レベルでの環境課題を対象とした会議であった。国連人間環境会議で
はその会議の背景から環境課題を三点から捉えている。
１． 1950 年・60 年代の経済発展は人類の生活の質の向上、財・サービスを生みだしたが、
同時に大気・水質の汚染も生じ生活環境の破壊に至り、生態的な均衡がやぶれたこと
による自然環境問題の発生。
２． 地球を「宇宙船地球号」と全地球的に捉え、工業先進国と開発途上国も含めて課題を
共有化しようとする考え方。それにより、開発途上国の人口増加による資源の枯渇も
課題であると、双方に一致した協力が求められた。
３． 開発途上国における環境問題は貧困が最大の生活環境課題であり、経済発展が環境課
題の解決にいたる。
という視点である。（環境庁長官官房国際課、1972）
　しかしこの提起は、現在に至ってもなお課題であり、あらゆる機会に検討が行われ、い
まだに一致が見出せないでいる。本研究では、国連人間環境会議とその後の環境教育にか
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かわる会議の変遷と焦点の変化を環境教育の課題対象領域と人材育成の視点から確認し、
開発途上国側に求められる環境教育の取組について考察をおこなう。
１．環境教育に関わる国際会議・宣言・計画にみる環境教育課題の変遷
　　―自然科学から倫理的価値観を伴う公共意識の育成へ（表１）
1-1　環境汚染対策としての環境教育
　1972 年スウェーデンのストックホルムで開催された国連人間環境会議では、７項目の
「人間環境宣言」と 26 項目の原則、109 の「行動計画」勧告が採択された。世界規模で
の環境教育を推進しようとする働きかけは、すでに環境教育法を施行していたアメリカと
ユネスコが中心となって行われた。中山によると、開発途上国にとって環境教育は国土開
発の規制を強め、工業化への推進阻むものと捉えられ、環境教育を不要なものとする意見
が強かった。（中山和彦、1993）　
　そのような中で会議に組み込まれた環境教育であるが、学校レベルに対する勧告に次の
ようにある
　学校レベルでは、教授法の現代化にかなう方向での徹底的なカリキュラムの革新。
環境に関連する教科（自然科学、自然および人文地理）に新しい教材を取り入れた
上で、生態学的アプローチを奨励することが必要である。すなわち、教えられてい
るいろいろな教科の教科間にまたがったつながりを作りだすこと、とくに、野外旅
行、林間センター、都会の児童のための田舎でのクラス、地方の例を基にした実例
についてのシミュレーション、視聴覚器材やその他の生徒が参加できるように計画
された教授法の利用。（中山和彦、1993）
　ここからは、自然環境を中心する教育領域をみることができるが、「人間環境宣言」を
みると、環境の対象は自然環境に限らず社会性や経済性を含めた広く生活環境に及んでい
る。
　We see around us growing evidence of man-made harm in many regions of the 
earth: dangerous levels of pollution in water, air, earth and living beings; major 
and undesirable disturbances to the ecological balance of the biosphere; 
destruction and depletion of irreplaceable resources; and gross deficiencies, 
harmful to the physical, mental and social health of man, in the man-made 
environment, particularly in the living and working environment. 
Principle １
　Man has the fundamental right to freedom, equality and adequate conditions of 
life, in an environment of a quality that permits a life of dignity and well-being, 
and he bears a solemn responsibility to protect and improve the environment for 
present and future generations. In this respect, policies promoting or 
perpetuating apartheid, racial segregation, discrimination, colonial and other 
forms of oppression and foreign domination stand condemned and must be 
eliminated. （UN, 1972）
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表１　環境教育に関わる国際会議・宣言
会議・宣言 年 背　景
環境教育
国際協力関係
課題領域 人材育成目標 方　法 教育対象
国連人間環境
 会議
1972 先進国環境汚
染
開発途上国人
口増加
無秩序な開発
への危惧
『成長の限界』
オイルショッ
ク 73
自然環境
人工環境
環境保護意識
の啓発
責任ある行動
各分野の統合
マスメディア
による情報提
供
一般青少年
成人
企業・地域社
会
国際機関の役
割
先進工業国と
開発途上国と
の格差是正の
努力
資金援助・技
術援助の提供
環境教育
 専門家会議
（ベオグラード 
 会議）
環境教育
 政府間会議
（トビリシ会議）
1975 科学技術の発
達による環境
変化のデータ
が公開
南 極 オ ゾ ン
ホールの発見
冷戦終結
アフリカ内戦
東欧・ソ連の
環境汚染
『我ら共有の
未来』
国連環境教育
計画 IEEP
自然科学
社会科学
環境倫理
・経済的・社
会的・政治
的生態学的
相互依存に
ついての認
識と関心
・環境保護と
改善に必要
な知識、価
値観、態度、
関与、技能
の習得
・個人、集団、
社会全体の
新しい行動
様式を作り
出す
・教育の過程
と実生活の
結びつき
・各分野の内
容を生かす
学際的、包
括的に問題
の分析
・歴史的・地
域的な関わ
りからの環
境状況」
・継続性
全住民　
学校　
公式・非公式
教育システム
全ての国、特
に開発途上国
の環境教育は
国際的な協力
が必要
開発途上国の
政 府 と UN、
UNEP の協力
による環境教
育
開発途上国間
の環境教育に
関する経験や
解決の指針の
共有
会議・宣言・計画 年 背　景
環境教育
国際協力関係
課題領域 人材育成目標 方　法 教育対象
国連環境会議
（環境と発展
に関するリオ
宣言）
地球サミット
アジェンダ 21
（持続可能な
発展のための
行動計画）
1992 IPCC（ 気 候
変動における
政 府 間 パ ネ
ル）　90
温室効果ガス
削減
IPCC　93
人間活動によ
る地球温暖化
の警告
砂漠化
生物多様性条
約
物理的・生物
学的、社会経
済的な環境と
人類の発展
持続可能な開
発を推進
環境と開発の
問題に対処す
る市民の能力
向上
持続可能な開
発と調和した、
環境及び道徳
上の意識、価
値観や態度、
技術・行動の
達成による、
市民参加
貧困の除去
持続的な社会
経済発展
相互依存
教育課程の見
直し、多面的
なアプローチ
全年齢を対象
とする生涯教
育の育成
社会的不公平
の是正
開発途上国課
題（貧困・人
口・ ジ ェ ン
ダー）
経済成長と環
境保全の両立
非政府組織と
の連携
国際的な機構
の整備
持続可能な開
発に関する世
界 首 脳 会 議
（WSSD）
DESD　
国際実施計画
（2005-2014）
2002
2005
京都議定書発
行第 1 回締約
国会議（COP/
MOP1）
気候変動枠組
条 約 第 11 回
締 約 国 会 合
（COP11）
モントリオー
ル行動計画採
択
温暖化防止策
気候変動に関
する宣言（G8）
　　　　2005
環境
社会（文化）
経済
世 代 間 の 公
平・男女間の
公平・社会的
寛容・貧困削
減・環境の保
護と回復・天
然 資 源 の 保
全・公平で平
和な社会
変化していく
持続可能性の
概念に対応
コミュニティ
に基づいた意
思決定、社会
的寛容、環境
的責任、変化
に適応できる
労働力、生活
の質や課題に
対応できる市
民の能力
地 方 に 根 ざ
し、文化的に
も適切
参加型学習
および高次元
の思考技能を
育む教育方法
生涯学習の推
進
フォーマル・
ノンフォーマ
ル・インフォー
マル教育
国際的なワー
キンググルー
プ
国連・その他
の政府機関
UNESCO
市 民 社 会 と
NGO ネ ッ ト
ワーク
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　宣言及び原則からは環境の対象を自然環境のみならず、人権や社会経済性を含めた人間
の生活環境におよぶ領域と捉えているが、環境教育に関しては対象を自然環境に限定して
いる。これは環境教育の導入に反対した開発途上国の立場を反映し、環境課題としての社
会・経済領域を認識しながらも、その対応や解決への道筋までに至らず、勧告は一般的な
表現に留めたためと考えられる。
　環境教育に関しては、原則に以下のように記されている。
　Education in environmental matters, for the younger generation as well as 
adults, giving due consideration to the underprivileged, is essential in order to 
broaden the basis for an enlightened opinion and responsible conduct by 
individuals, enterprises and communities in protecting and improving the 
environment in its full human dimension. It is also essential that mass media of 
communications avoid contributing to the deterioration of the environment, but, 
on the contrary, disseminates information of an educational nature on the need to 
project and improve the environment in order to enable mal to develop in every 
respect （UN, 1972）
　また、「行動計画」第４分野「環境問題の教育、情報、社会及び文化的側面」では、環
境教育の目的について「環境を守るために各自が行う身近で簡単な手段について教育する
ことを目的とし、各分野を総合したアプローチによる教育である」とし、また「専門職員
の教育、教師研修、教材開発と指導法の開発」（環境庁長官官房国際課、1972）も記され
ている。中山（中山和彦、1993）、阿部（阿部治、1999）らはこの会議を「国際的な環境
教育の出発点」と捉えている。
　環境教育については学校内外での生涯に及ぶ教育への取り組みや研修、教材開発につい
て記し、環境課題としては工業の発達による環境汚染と開発途上国の人口増加に伴う自然
破壊や資源の枯渇を懸念している。「行動」については「責任ある行動をとるための基盤
を広げるのに必須のもの」「環境を守るための手段」にとどまり、環境教育の必要性を認め、
環境保護活動に係る人材の育成を求めつつ、実践的かつ具体的な行動には言及していな
い。　　
　その後、具体的な環境教育の実施は UNESCO と UNEP （United Nation Environmental 
Programme）の共同事業である国連環境教育計画（IEEP）が担っていくことになり、各
地で環境教育の取組や環境教育教材の作成が行われた。
1-2　学際的な環境教育の推進―社会・経済領域の導入
　1975 年国連人間環境会議の勧告に基づき、国連環境会議（IEEP）が環境教育計画にお
ける国際協力や共同計画、情報交換、教材開発を目的に発足した。同年環境教育専門家会
議（ベオグラート会議）が、1976 年から 77 年にかけては環境教育地域会議がアフリカ、
アラブ諸国、アジア、ヨーロッパ、ラテンアメリカ、北アメリカで開催され（“CONNECT,” 
1976）、地域としての環境教育が検討され、環境教育政府間会議の準備が行われた。1977
年トビリシ環境教育政府間会議（以下トビリシ会議）を開催する。この会議では、専門家
により「よりよき環境を目ざして、そのための教育ということに全世界がその立場を超え
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て一致した」（中山和彦、1993）ものとなり、ベオグラード会議によるベオグラード憲章
の環境教育目標にもとづきトビリシ宣言と 41 項目の勧告が行われた。環境教育に特化し
た会議で、宣言に続く勧告は「環境教育の役割、目標および指導原理」（勧告 1.2）「国家
レベルでの環境教育発展戦略」（勧告６-21）「国際協力と地域協力（勧告 22-29）と、その
全てがよりよい環境教育を具体的に推進するための内容で、組織や研究にも及ぶものであ
り、その後のアジェンダ 21 やテサロニキ宣言でも繰り返し実行が提唱され規範となって
いる。
　勧告１には、課題領域としては次のように記されている。
　Whereas it is a fact that biological and physical features constitute the natural 
basis of the human environment, its ethical, social, cultural and economic 
dimensions also play their part in determining the lines of approach and the 
instruments whereby people may understand and make better use of natural 
resources in satisfying their needs.
　Special attention should be paid to understanding the complex relations 
between socio-economic development and the improvement of the environment. 
（UNESCO, 1977）
　国連人間環境宣言に組み込まれた、環境と開発の課題にかかわる社会・経済的な領域を
環境課題に含み、さらに、利害の対立におちいる開発途上国における開発の課題と先進国
との関係についても、「新しい地球規模の倫理」としてのアプローチを示している。
　トビリシ環境教育政府間会議の前年に行われた準備会合のベオグラート会議では、環境
の状況で次のように記されている
　The recent United Nations Declaration for a New International Economic 
Order calls for a new concept of development ‒ one which takes into account the 
satisfaction of the needs and wants of every citizen of the earth, of the pluralism 
of societies and of the balance and harmony between humanity and the 
environment. What is being called for is the eradication of the basic causes of 
poverty, hunger, illiteracy, pollution, exploitation and domination. The previous 
pattern of dealing with these crucial problems on a fragmentary basis is no 
longer workable.
 
　We need nothing short of a new global ethic ‒ an ethic which espouses 
attitudes and behaviour for individuals and societies which are consonant with 
humanity’s place within the biosphere; which recognizes and sensitively responds 
to the complex and ever-changing relationships between humanity and nature 
and between people. （UNESCO, 1975）
　「新しい地球規模の倫理」ではあるが「地球上の全ての市民の必要」を満たすため、搾
取しあう社会ではなく、互いの必要を理解し、譲り合い配慮しあう社会倫理を構築するこ
とを提唱し、格差の是正を図ろうとしている。環境倫理は学術的な提唱であり、教育とし
て取組むべき指針としてふさわしいものになっている。
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　また、トビリシ会議では人材育成の目標についてはベオグラード会議によるベオグラー
ド憲章の環境教育目標、関心・知識・態度・技能・評価能力・参加を受け、トビリシ環境
教育政府間会議の宣言と 41 項目の勧告を行った。勧告では環境教育の目的として次のよ
うに述べている。
3.  A basic aim of environmental education is to succeed in making individuals 
and communities understand the complex nature of the natural and the built 
environments resulting from the interaction of their biological, physical, social, 
economic and cultural aspects, and acquire the knowledge, values, attitudes, 
and practical skills to participate in a responsible and effective way in 
anticipating and solving environmental problems, and the management of the 
quality of the environment.
4.  A further basic aim of environmental education is clearly to show the 
economic, political and ecological interdependence of the modern world, in 
which decisions and actions by the diﬀ erent countries can have international 
repercussions. Environment should, in this regard, help to develop a sense of 
responsibility and solidarity among countries and regions as the foundation for 
a new international order which will guarantee the conservation and 
improvement of the environment.（UNESCO, 1977）
　また、「環境を形作る複雑な現象の説明に必要な知識」「環境の保護と改善の矛盾しない
方法をさらに開発するような、経済的、美的価値を助長」「効果的な解決法を考案し適用
するのに必要とされる、広範な美的技能」と人材育成の観点を具体的に記している。
　勧告２では、環境教育の目標とカテゴリーを次のように記している
1. The goals of environmental education are:
　⒜  to foster clear awareness of, and concern about, economic, social, political 
and ecological interdependence in urban and rural areas;
　⒝  to provide every person with opportunities to acquire the knowledge, 
values, attitudes, commitment and skills needed to protect and improve the 
environment;
　⒞  to create new patterns of behaviour of individuals, groups and society as a 
whole towards the environment;
　The categories of environmental education objectives:
　Awareness: to help social groups and individuals acquire an awareness of and 
sensitivity to the total environment and its allied problems.
　Knowledge : to help social groups and individuals gain a variety of experience 
in, and acquire a basic understanding of, the environment and its associate 
problems.
　Attitudes: to help social groups and individuals acquire a set of values and 
feelings of concern for the environment, and the motivation for actively 
participating in environmental improvement and protection.
　Skills: to help social groups and individuals acquire the skills for identifying 
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and solving environmental problems.
　Participation: to provide social groups and individuals with an opportunity to 
be actively involved at all levels in working toward resolution of environmental 
problems.（UNESCO, 1977）
1-3　環境課題としての貧困の削減
　1983 年より、当時ノルウェーの首相であったブルントラントを議長とし、地球環境保
全と開発途上国の開発のあり方について世界環境開発会議が発足した。1987 年には活動
の報告書である『我ら共有の未来』（Our Common Future）が出版された。ここで示さ
れた「持続可能な開発」は「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の
世代のニーズを満たすような開発」と、定義され、資源の有効活用による経済発展を示し、
開発途上国の環境課題への参加を促すものとなった。また、この概念は国際的な環境政策
や環境教育に取り入れられ、反映されるようになった。
　「持続可能な開発」の実現のためには環境・経済・社会、「自然資源の保全、世代間の公
平性、世代内の公平性の三つの価値観が同時にみたされるような人間活動を具現化してい
くこと」（森田恒幸 & 川島康子、1993）と示されている。自然資源の保全のためには枯渇
性資源の適切な利用方法の検討と再生可能な資源の利用が求められ、世代間の公平つまり
永続的な経済発展のために、将来の人びとの生活の保障のために現在の生活を考え、世代
内の公平のため、開発途上国への配慮がそれぞれ課せられている。
　1992 年６月ブラジルのリオデジャネイロで国連環境開発会議が、地球環境と持続可能
な開発をテーマに開催された。181 の国と地域からの参加者は数万人といわれ、正確な数
は把握されていない。20 年前の人間環境会議に比べ規模は拡大し、特に市民への環境へ
の関心の深まりと危機感は多くの環境保護団体の積極的な参加となった。この会議では「環
境と開発に関するリオ宣言」とアジェンダ 21（持続可能な発展のための行動計画）が採
択された。宣言では、「能力増強、教育、科学的知見の普及」（原則９）「関心を高めるた
めの情報へのアクセス、意思決定過程への参加」⑽と、教育と市民参加を求め、また、「女
性」⒇「青年」21「原住民」22と特定した個人の役割を目標として掲げている。（環境庁 
& 外務省、1993）
　この会議では、国連人間開発会議で提起された環境課題である、開発途上国の開発と発
展が主題であり、「貧困の除去」「持続的な社会経済発展」が環境改善のための必須の取組
であるとし、アジェンダ 21 では「第２章　貧困の撲滅」と１章を設けている。総括的、
多面・複合的な相互依存関係のなかでの環境課題を捉え、具体的な行動目標や実施手段を
かかげ、環境課題に取組もうとしたものであった。
　様々な環境課題への取組が提言されている中で、環境教育については「セクションⅣ．
実施手段　第 36 章　教育、意識啓発および訓練の推進」が設けられている。しかし序で
は「UNESCO と UNEP によって、1977 年に開催された環境教育に関するトビリシ政府
間会議の宣言と勧告が本報告における提言の基本的な原則となっている」（環境庁 & 外務
省、1993）と記され、環境教育においてはトビリシ宣言を継承したものとなっている。
　課題領域においては「環境と開発に関する教育が物理的、生物学的、社会経済的な環境
と人類（精神的な面も含む）の発展の両面の変遷過程を扱い」（環境庁 & 外務省、1993）
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とトビリシ宣言を踏襲しながらも、サミットで実行が促された社会・経済的領域を強く意
識したものとなった。
1-4　地域の特性を生かす環境教育
　2002 年、ヨハネスブルクにおいて「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」
が開催され、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年（DESD）」が提案され、2002 年
12 月の国連総会において、実施が決議された。この国連決議に基づき、2005 年 DESD 国
際実施計画（DESD_IIS）が採択された。
　DESD の目標として以下のように記されている。
　The overall goal of the DESD is to integrate the principles, values, and 
practices of sustainable development into all aspects of education and learning. 
This educational effort will encourage changes in behavior that will create a 
more sustainable future in terms of environmental integrity, economic viability, 
and a just society for present and future generations. （UNESCO, 2005）
　また、課題領域としては、社会的領域、環境的領域、経済的領域、と共に、HIV/AID
や移民、気候変動、都市化の横断的領域を指摘している。
持続可能性については、
　Education for sustainable development is based on ideals and principles that 
underlie sustainability, such as intergenerational equity, gender equity, social 
tolerance, poverty alleviation, environmental preservation and restoration, natural 
resource conservation, and just and peaceable societies. （UNESCO, 2005）
リオ宣言が持続可能性の原則を示していることも、明記されている。
　この「国連持続可能な開発のための教育の 10 年（DESD）」では、とくに地域の状況や
特性に応じた課題の優先順位の必要性や、展開について繰り返し記されている。地域にお
ける社会状況や経済状況の違いによって、環境課題の相違が生まれ、またそれに対応する
ことが、地域に求められる教育として根付いていくことを示唆している。
２．開発途上国における環境教育プログラム
　国連人間環境会議、環境教育政府間会議、アジェンダ 21、DESD 国際実施計画から、
それぞれ環境教育における、扱うべき課題領域、人材育成目標を中心に考察を行った。次
にそれぞれの会議・宣言より開発途上国における環境教育について考察を行い、環境教育
プログラムに求められる要件の検討を行いたい。（表２）
　環境課題は先進国が経済発展により深刻化してきた大気汚染・水質汚濁等への対応から
始まったのに対し、開発途上国では貧困が環境課題の原因と捉えられ、その認識に大きな
隔たりが生じている。しかし、1980 年代より急激な経済成長を遂げた新興工業地域をは
じめ、一部の国や地域では、経済発展による環境課題といった、先進国と同様の課題に直
面している国もある一方、アフリカのサハラ地域のようにいまだに貧困が最大の課題であ
る国々もあり、開発途上国の環境課題は一様ではない。
　“UN DES　IIS” によると、持続可能な発展のための教育の主な特徴として次のように
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記している。
　E. Key characteristics of education for sustainable development No universal 
models of ESD exist. While there is overall agreement on principles of 
sustainability and supporting concepts, there will be nuanced differences 
according to local contexts, priorities, and approaches. Each country has to deﬁ ne 
its own sustainability and education priorities and actions.
　The goals, emphases and processes must, therefore, be locally deﬁ ned to meet 
the local environmental, social and economic conditions in culturally appropriate 
ways. Education for sustainable development is equally relevant and important 
for both developed and developing countries. （UNESCO, 2005）
よって、環境や社会状況への配慮を、国や地域ごとに行っていくことを前提としながら、
環境教育のプログラムを検討していきたい。
2-1　課題領域―基礎教育としての環境教育
　国連人間環境会議において、UNESCO は環境教育の学校での実施を盛りこもうとして
いたが、エチオピア代表からの開発途上国における教育は基礎教育が優先であり、環境に
関しては現場の人材育成の必要性という要望が取り入れられたものとなった。現在でも多
表２　開発途上国を対象とした環境教育
会議・宣言・計画 年 背　景
環境教育
国際協力
課題領域 人材育成目標 方　法 教育対象
国連人間環境
会議・宣言
1972 基礎教育の充
実
経済成長を望
む
・ 債務増大
・ 石油価格高
騰
自然環境
生活環境
衛生
環境配慮
認識・行動
支援による専
門家の育成
成人
専門家の育成
技術・資金援
助
世界銀行・ア
ジ ア 開 発 銀
行・UNDP
ユニセフの参
入
環境教育
政府間会議
（トビリシ宣言）
1975 BHN
識字教育
基礎教育とし
ての環境教育
基本的な環境
への認識・知
識
保護活動
地域レベルで
の展開
成人
学校教育
Unesco-UN-
EP
による教育支
援
国連環境会議
アジェンダ 21
1992 冷戦終結
世界不況
EFA
森林伐採
生物多様性
の減少
砂漠化
土壌流失
都市課題
インフラ未整
備
環境と開発に
ついての意識
向上
環境、持続可
能性への責任
感
専 門 的 な 技
術・知識
成人
学校教育
NGO の協力
　　
能力開発のた
めのプログラ
ム支援
貧困の削減
DESD
国連実施計画
（2005-14）
2005 MDG ｓ
（2000-2015）
経済福祉
社会開発
持続可能性
状況・地域ご
との優先順位
環境的責任能
力
市民能力
ライフスタイ
ルの変容
地方に根ざし、
文化的に適切
なもの
独自の環境・
社会・経済の
状況が反映
市民
生涯教育
学校教育
国際機関
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くの地域では貧困や人口増加による課題は大きいが、1970 年代を通して、開発途上国の
基礎教育の充実は大きな課題であった。しかし、80 年から 90 年代にかけての、経済発展
は開発途上国の国家間格差、国内における都市と地方との格差を生み出していった。低開
発国では現在もなお人口の増加、貧困問題を抱え、食料や燃料確保のための森林の減少や
砂漠化を生み出している。それらの国や地域では、政府のみならず国際的な関係の中で、
経済的なシステムや政策を通しての課題解消が求められている。しかし、急激な経済発展
を遂げた国や地域では、現地の人々は経済成長の恩恵に目を奪われがちで、様々な環境へ
の課題意識への気づきが少ないまま、環境課題が拡大している傾向がある。また、そのよ
うな国々では学校教育についても量的な拡大から質の向上をめざす段階にきている。した
がって、学校教育での基礎教育として、生活衛生課題、自然環境の保護、また、都市部で
は都市課題を、それぞれ、社会、経済と環境の相互関係性について扱うことが求められる。
同時に、生涯教育としてあらゆる場面を通しての、地域や状況に応じた環境教育の展開も
求められている。
2-2　人材育成―認識・知識に基づく環境配慮行動
　環境教育では、国連人間環境会議以来一貫して人材育成の視点として、環境配慮行動に
いたる人材の育成を目標としている。“UNEP　Strategy for Environmental Education 
and Training” においても、環境教育と訓練の基本として以下の９点からの出典をあげて
いる。
　Key Mandates and Principles for EE&T
＊UNEP Governing Council decisions.
＊UNGA Resolution 2997 （XXVII） of 15 December 1972;
＊ The Tbilisi Principles and Objectives for Environmental Education which 
recognize environmental education as lifelong processes based on an 
interdisciplinary approach and diverse methods;
＊ Agenda 21 （particularly Chapter 36 on education, training and public 
awareness） which called for the re-orientation of education towards sustainable 
development, increasing public awareness; and promoting training;
＊ The United Nations Millennium Development Goals （particularly goal 7 on 
ensuring environmental sustainability） which calls for the integration of the 
principles of sustainable development into country policies and programmes; 
and reversing loss of environmental resources;
＊ The Earth Charter drawn up by the Earth Council which calls for a sustainable 
global society founded on ecological integrity; democracy and peace; and social 
and economic justice;
＊ The Action Plan for the Environment Initiative of the New Partnership for 
Development （NEPAD which call for the establishment of the conditions for 
sustainable development through capacity building, regional co-operation and 
integration, democracy and peace and security;
＊ The Plan of Implementation of the World Summit on Sustainable Development 
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（WSSD）.
＊ The United Nations Decade on Education for Sustainable Development （DESD） 
（ 2005 2014 ）, which calls for the integration of education for sustainable 
development into relevant development policies and national action plans; 
strengthening institutional capacity building and professional development 
processes for sustainable development; and increasing monitoring, evaluation 
and reporting of sustainable development education initiatives their outcomes 
and impacts. （UNEP, 2005）
　佐藤（佐藤真久、阿部治、& マイケルアッチア、2008）は、ESD の視点におけるこれ
からの環境教育の必要性として、「従来の『知の移転』に基づく教育実践ではなく、共同
的で価値創造型の『知の獲得・連結』に基づく教育実践」を提唱し、その獲得のための学
習手法として「事象の相互依存関係を意識したシステム思考や、未来志向性を支えるビジョ
ン構築、理論と実践の反復をうながすアクション・リサーチ、参加型評価などの高次元の
思考技能」をあげている。
　この DESD で提唱された教育の特色や佐藤の説く教育実践や学習手法は、トビリシ会
議で述べられた環境教育の目標と相反するものではなく、環境に視点をおいた教育の目標
をみたとき、これからの環境教育に必要とされる要件を表しているものといえよう。将来
の環境課題を解決する能力や技能習得のための自ら「知の獲得」を目指す「認識」「知識」
が求められ、また、望むべき未来像を構築できる思考力、課題改善のための実行力を身に
つけるという「技能」「態度」であり、市民参加のための能力の育成が求められている。
　そこで本研究では、開発途上国における環境教育プログラムの要件として、人材育成目
標については次世代を担う人材の育成として先進国との差異はなく共通に求められるもの
であり、トビリシ宣言の目標を踏襲していきたい。しかし、開発途上国における教育環境
の必要性や基礎教育の内容は、個別に独自性をもとめられるものであると認識し、課題領
域では国や地域の特色をあきらかにしていきたい。
３．まとめ
　世界中で人間を取り巻く環境は、今後さらに変化し複雑化し、また相互依存性も深まる
ことが予想される。それらの課題に対応するためには、自らの課題への深い洞察力や、変
化に対応して考察する能力、批判的な思考力や、実践する力が求められていく。それらは、
全ての国や地域を問わず求められているが、開発途上国における環境教育では、人為的な
自然破壊や生活における環境衛生などの日常の生活における基本的な教育を含め、さらに、
環境による地域間や世代間の関係性という持続可能性について学びながら養われる必要が
あろう。また、それらはそれぞれの地域ごとの特色、社会性や価値観を重視することを前
提とし、以下のような環境教育目標の設定を行いたい。
課題領域
　学校での基礎教育の中で環境教育を展開する。環境には自然環境、環境衛生などの生活
に密着した基本的な要素を扱うとともに経済発展に伴い派生する環境問題も扱う。さらに
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現在人間の生活を取り巻く様々な環境課題は、他の地域や次世代にわたる影響や相互関係
性のあるものであることを、教科の関連の中で扱う。
人材育成目標
　環境への関心を深め、環境課題への認識を身につける。
　環境への責任を持ち、課題やその背景となる事象についての理解を身につける。
　個人と世代間、地域間の環境における結びつきに気づき、公平、公正を認識し、評価す
る技能を身につける。
　環境の改善や保護に意欲を持ち、価値観や行動の変容をもたらす。
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